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梗　　概

我が国で国の行政機関の会計手続を規定している法律は会計法であり，同法の原則は経済性・公正

性・透明性である。発注官庁は同法の原則に反しない限りにおいて公共調達に際して様々な政策的配慮

を行う。この政策的配慮のうち，昨今，我が国ではイノベーションを促進するために公共調達を活用す

る方策が積極的に検討されている。一方で，諸外国に目を転じると，EUでは公共調達に関わるEU指

令（Public Procurement Directives 2014/24/EU）においてイノベーションの促進に適した新たな調達手続が

導入される等，より積極的にイノベーション促進に向けた公共調達の活用取組が進められている。

そこで，本稿では，直近のEUの取組としてEU指令やイノベーション調達に関するガイドライン等

を基に，EUにおいてイノベーション促進に適しているとされている調達手続（交渉手続及び競争的対

話，デザインコンテスト，研究開発を経てイノベーションを促進する調達手続（商業化前の調達，イノ

ベーションパートナーシップ））の概要や具体的な事例を示した。また，EUのイノベーション調達に近

しい我が国の取組として内閣府の「オープンイノベーションチャレンジ」及び神戸市の「Urban Innovation 

Kobe」の取組概要を示した。このようなEUや我が国の取組及び先行研究を踏まえて，我が国のイノベ

ーション促進に向けて公共調達を活用する際の調達手続上の課題は次の 3点であろう。第一に，更なる

イノベーション調達の取組推進を目指すならば，取組事例の共有や調達手続に関するガイドラインの継

続的な更新及び分析の充実が必要である。第二に，調達手続において重視する価値の明確化が必要であ

る（EUのように競争性を重視するか，米国のように研究助成的な意味合いを重視するのか等）。第三に，

イノベーション調達が研究開発を含む場合，研究開発に支払われる金額の明確化も重要である（公的機

関と事業者の間のリスクと便益を踏まえて対価を検討する等）。

－ 43 －

報　告



会計検査研究　No.60（2019.9）

1．はじめに

我が国で国の行政機関の会計手続を規定している法律は会計法（昭和 22年法律第 35号）であり，同法

の原則は経済性・公正性・透明性である。発注官庁は，同法の原則に反しない限りにおいて，法律・指針

等に基づき，調達に際して様々な政策的配慮を行うこととされている。例えば「官公需についての中小企

業者の受注の確保に関する法律」（昭和 41年法律第 97号）では，国及び公庫等の責務として，予算の適正

な使用に留意しつつ，新規中小企業者をはじめとする中小企業者の受注機会の増大を図るように努めなけ

ればならないと定めている。

公共調達における政策的配慮のうち，昨今，我が国では，イノベーションを促進するために公共調達を

活用するための方策が積極的に検討されている。このような検討及び取組は以前から行われていたが，現

在，より積極的な方策が検討されていると言えよう。

一方，諸外国に目を転じると，EUではGDP支出の約 20％を公共調達による支出が占めるといった状況

等を踏まえ，2000年代からイノベーション促進に向けて公共調達を活用する取組が推進されている。昨今

では 2020年に向けた成長戦略「欧州 2020」（Europe 2020）の実現に向け，公共調達に関わるEU指令（Public 

Procurement Directives 2014/24/EU）においてイノベーション1) の促進に適した新たな調達手続が導入される

等，より積極的にイノベーション促進に向けた公共調達の活用取組が進められている。

このようなイノベーションの促進に向けて公共調達を活用する際の調達手続については，様々な観点か

ら検討が行われている。Andrecka（2015），Bovis（2016）は，EU指令等を基に，イノベーションの促進に

向けて公共調達を活用する際の調達手続の制度上の課題を検討している。また，Iossa, Biagi et al.（2016）

は，調達手続の選択基準に関わる分析を行っている。加えて，Bedin, Decarolis et al.（2014）は，調達手続

の選択に関わる定量的な効果検証を行っている。このように，EUの調達手続については，直近の取組を

踏まえ，様々な検討が行われている。一方，我が国では，独立行政法人科学技術振興機構研究開発戦略セ

ンター（2007），三菱総合研究所（2015）において，イノベーションの促進に向けて公共調達を活用する際

の諸外国及び我が国の制度（中小企業技術革新制度等2)）に関わる分析が行われているが，必ずしも直近

の取組を踏まえ，調達手続に着目した分析が行われている訳ではない。そこで，本稿では，直近のEUの

取組や先行研究を踏まえて，我が国のイノベーション促進に向けて公共調達を活用する際の調達手続上の

課題及び改善点を提示する。

本稿の構成は以下の通りである。次の第 2節では EUにおいてイノベーションを促進するための調達手

続を整理する。第 3節ではEUと類似する我が国の取組を示し，EUと我が国の取組を比較する。そして第

4節ではEUの取組及び先行研究を踏まえて結論をまとめる。

2．EU における取組

現在，EUは経済成長・雇用創出に関するリスボン戦略の後継として，2020年に向けた成長戦略「欧州

2020」を策定し，この戦略の実現に向けて各種取組を推進している。同戦略は，知的な（smart），持続可

能な（sustainable），包括的な（inclusive）成長を実現することを目指しており，知的な成長とは知識とイノ

1)  EU 指令第 2条第 22項において，イノベーションとは，新規又は大幅なモノ・サービス・プロセスの改善を意味している。モノ・サービス・プ

ロセスとは，社会課題の解決や「欧州 2020」の実現に向けた生産・建築・工事プロセス，新たなマーケティング手法やビジネスにおける組織

管理手法等も含むが，これに限定されるものではないと規定されている。
2) 我が国の中小企業技術革新制度については第 3節を参照。
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ベーションの促進による成長である，とされている。公共調達は，このイノベーションを促進するための

需要サイドの 1つの手段として位置付けられている。例えば，公的機関がよりイノベーティブなモノ・サ

ービス等を調達することで，公的機関においては生産性の向上やコスト削減，利用者及び職員の満足度の

向上等が実現するとともに，事業者においては，革新的なモノ・サービス等の開発により新しい市場でリ

ーダーシップを握る機会を得られ，専門知識が増加すること等が期待されている3)。さらに，社会全体へ

の裨益としては，より良い公共サービスの利用が可能になること，新たな産業が創造される可能性がある

こと等，公的機関・事業者・社会全体における効果発現が期待されている。

イノベーションを促進するための具体的な方策としては，1）公的機関のニーズがあり，市場に既に存在

する新しいモノ・サービス等を初期需要として調達することでイノベーションを促進する方策，2）公的機

関のニーズはあるが市場に存在しないモノ・サービス等の研究開発を実施することでイノベーションを促

進する方策，このいずれか又は両方を組み合わせた方法を採用することで，イノベーションが促進すると

考えられている。いずれの方法においても，社会的課題等の解決に向けて公的機関が必要とするモノ・サ

ービス等を調達するという，公的機関のニーズに立脚してイノベーションを促進しようとしている点がポ

イントである。

ただし，イノベーションを促進するために公共調達を活用する際には，当然，EU指令及び各国の公共

調達関連法令に基づく必要がある。EU指令は 2014年に改正され，現在，5つの調達手続が存在する。公

開手続（open procedure），制限手続（restricted procedure），交渉手続（competitive procedure with negotiation），

競争的対話（competitive dialogue），イノベーションパートナーシップ（innovation partnership）である。EU

の調達手続の基本は公開手続及び制限手続であるが，これらの手続で調達の目的を達成することが難しい

場合，交渉を含む手続（交渉手続及び競争的対話）4) が選択される5)。また，2014年のEU指令の改正によ

り，イノベーションを促進することを主眼とした手続としてイノベーションパートナーシップも導入され

た。

以下では，EU指令やイノベーション調達に関するガイドライン等を基に，EUにおいてイノベーション

促進に適していると考えられている調達手続を示す6)。特に，我が国の内閣府及び神戸市の取組と近しい

取組と考えられる，公的機関のニーズを基に研究開発を実施し，イノベーションを促進しようとする手続

については，より詳細な内容と具体的な事例を示す。

2.1　交渉手続及び競争的対話

交渉手続と競争的対話のいずれも，大規模な情報システム等，技術面での詳細な仕様確定が難しい調達

において，発注者が最低限の要求水準を示し，その上で発注者と事業者が交渉し，交渉を経て契約を締結

する手続である。ただし，ガイドラインでは，交渉手続は競争的対話に比べ，仕様がより明確な場合に採

用されるとしている。具体的には，交渉手続は，発注者から最低限の要求事項（性能面での仕様等），落札

3) 医療，交通，防衛等，公共調達の影響が大きい分野で公共調達を活用したイノベーション促進の効果発現がより期待されている。
4) これまでのEU 指令においては，健全な競争を担保するため，公告後の交渉は極めて例外的な場合のみ実施されてきた。しかし，より柔軟

な契約方法に対する発注者の要望等を踏まえ，2014 年に改正された EU 指令では，交渉手続と競争的対話の適用要件が拡大された。両者の

適用要件は EU 指令第 26 条において，次のように規定されている。①市場で既に存在する解決策の適用では発注者のニーズを満たせないこと，

②調達対象がデザイン又はイノベーティブな解決策を含んでいること，③調達対象の複雑性やそれに起因するリスク等により事前の交渉なしに

契約を締結できないこと，④仕様の詳細な特定が困難であること。
5)  EU 指令序文（42）。
6) ガイドラインでは，イノベーション促進に適しているとされている調達手続に限らず，通常の公開手続等においても，イノベーティブなモノ・サー

ビス等を調達するための取組（仕様確定前の発注者のニーズの明確化，幅広いマーケット情報の収集等）が重要であることを併せて示している。
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基準，加点評価の方法が示され，この 3点以外の要件（例えば，質，量，社会・環境・イノベーションに

関わる点等）について交渉を行い，提案を受け付けるものである。一方，競争的対話は，より簡素な要求

事項が示され，事業者と幅広い内容についての交渉を行い，提案を受け付けるものである7)。

2.2　デザインコンテスト

デザインコンテストは，公的機関から示されたニーズ・課題に対して最善の提案をしたデザインコンテ

ストの優勝者等と（改めて公告することはせず）交渉し，コンテストで提案されたモノ・サービス等を調

達する手続である。EU指令では，こうした調達前に実施されるデザインコンテストや参加者への支出を

伴うデザインコンテストについて，周知の実施，評価者の要件（評価者の少なくとも 3分の 1はコンテス

トの参加資格又は同程度の資格を有していること）等を規定している8)。

2.3　研究開発を経てイノベーションを促進する調達手続

公的機関のニーズを満たすようなモノ・サービス等が市場に存在しない場合，公的機関自らが研究開発

を行い，その成果を基に技術的な仕様を確定し，大規模調達することでよりイノベーティブなモノ・サー

ビス等の調達が可能になると考えられている。このような調達手続として，商業化前の調達

（Pre-Commercial Procurement）及びイノベーションパートナーシップがある。

（1）商業化前の調達

商業化前の調達は，公的機関のニーズを満たすような解決策が市場に存在しない場合，公的機関自らが

研究開発を行う手続である。商業化前の調達の特徴は以下の 3点である。

①　研究開発に特化していること

商業化前の調達は解決策の設計段階，プロトタイプの作成段階，最初のテスト製品の開発段階という 3

段階（図表 1を参照）から成り，大規模調達段階（大規模生産，既存製品・プロセスの改善等）は含まれ

ない。発注者は段階ごとに事業者を選定し，段階ごとの成果を踏まえて，次の段階へ移行するか決定する

ことができる9)。なお，商業化前の調達はEU指令ではなく，EU通知（2014）に基づき実施されるが10)，

商業化前の調達を実施した後，大規模調達を行う場合は，新規事業者の参加を促すため，改めてEU指令

に基づく競争手続が必要となる。

7) ガイドラインでは，交渉手続と競争的対話の選択について，例えば，公的機関が川の両側を結ぶトンネル工事を実施する場合，技術的な詳

細事項についてのみ交渉が必要な場合は交渉手続が有効である一方，建設費の負担方法（予算や外部資金等）やトンネルの基本的な工法（一

方通行／対面通行，川床の上／下等）といった，幅広い点を含めて交渉する場合は競争的対話が有効とされている。
8)  EU 指令第 78条，第 79 条，第 80 条，第 81条。
9) 発注単位については，発注者の判断により，段階ごとではなく，全段階とすることも可能である。
10) EU通知（2014）第14 条において，EU 指令が適用される研究開発の役務調達は，次の 2つの要件を満たす場合とされている。①発注機関

が結果として生じる便益を占有する場合，②発注機関により研究開発の対価が支払われる場合である。商業化前の調達は①の要件に該当しな

いため，EU 指令が適用されず EU通知（2014）に基づいて実施される。
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図表 1　商業化前の調達の段階

 　　　（資料）European Commission（2007）を基に作成。

②　各段階ともに競争的な調達であること

商業化前の調達は上記の段階ごとに，可能な限り競争性・透明性・公開性・公正性が確保され，段階ご

とに少なくとも 2者の参加が必要とされている。

③　公的機関と事業者の間でリスクと便益が共有されること

商業化前の調達の研究開発による便益（知的財産を含む）の全てが発注者である公的機関に帰属せず，

公的機関と事業者の共有とされる。ただし，公的機関が研究開発の成果を内部で活用する場合はフリーラ

イセンスとすること，商業化前の調達に参加した企業は公的機関の求めに応じて公平かつ適切に第三者の

ライセンス利用に応じなくてはならない等，広く研究開発成果が活用される状況を担保する一方で，事業

者が他の公的機関や民間企業等に解決策を提案し，利益を得ることができる等，事業者の商業化へのイン

センティブが確保されるよう設計されている。また，商業化前の調達に参加した事業者に支払われる金額

は，公的機関と事業者との間でリスクと便益が共有されていることを踏まえた市場価格（研究開発のトー

タルコストに事業者が獲得するその後の商業化等の便益やリスクを反映した額）であることが推奨されて

いる。

このような，商業化前の調達を実施することによる発注者のメリットとしては，商業化前の調達を実施

した後の大規模調達等，将来の調達に関わる重要なインプットが得られること，研究開発段階における取

組実績や提案を基に事業者とのネットワークが形成され将来的に多くの事業者間での競争を促せること，

さらには，発注者は研究開発の成果が当初の見込み通りに進まなかった場合，プロジェクトを終了する選

択肢を保持できることが挙げられている11)。また，事業者のメリットとしては，商業化前の調達は公的機

関のニーズに基づき，比較的短期間で研究開発とプロトタイプの作成等が行われるため，市場投入までの

期間を短縮できる可能性があることや，（大規模調達ではないため）研究開発を実施する上で必要とされる

財務面での安定性等がそれ程事業者に求められず，スタートアップや中小企業の参加が促進されること等

が挙げられている12)。

11)  European Commission（2018b）。
12)  European Commission（2018b）。

R&D（製品化志向の研究＋大規模調達前開発）

問題意識に
基づく研究

解決策の探究 試行期間における最
初の製品/サービスを，
限定量にて独自開発

プロトタイプ
の作成

大規模調達

典型的な製品イノベーションのライフサイクル

製品/サービスの商業化
（大量生産，カスタム化等）

製品化の
アイデア

解決策の
設計

プロトタイプ 最初のテスト
製品

商業的最終
製品
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実際に数多くの資金拠出プログラムにより商業化前の調達が実施されており，主なプロジェクトとし

て EU の研究イノベーション計画「ホライズン 2020」（Horizon 2020）13) がある。対象分野は医療やエネ

ルギー，交通等，幅広く14)，金額規模としては，商業化前の調達に関わるプロジェクト全体の契約金額

が 450,000 〜 9,000,000 ユーロ（契約ごとの金額は第 1 段階が 15,000 〜 180,000 ユーロ，第 2 段階が

20,000 〜 900,000 ユーロ，第 3 段階が 65,000 〜 2,700,000 ユーロ）である15)。以下は，イタリアのロン

バルディア州で実施された病院の電動ベッドの調達に関わる事例である。

コラム 1　商業化前の調達に関わる事例

「病院の電動ベッドの事例」（イタリア ロンバルディア州）

厳しい財政状況を背景として，ロンバルディア州政府の中央調達機関（ARCA）16)は，2012年，公的支

出の大部分を占める医療サービスの効率性向上に向け，ミラノのニグアルド病院の協力の下，同病院の

電動ベッドを調達することを決定した。

当時，ニグアルド病院では手動のベッドが使用されており，ベッドの操作に時間を要すること，操作

中の事故が発生すること等が課題となっていた。しかし，市場ではこの課題解決に資する適当な価格の

ベッドが存在せず，コスト効率的で環境に配慮したものであるとともに，容易に操作でき，安全性の高

い電動ベッドを開発する必要があった。そこで，ロンバルディア州自らが安全性の高い電動ベッドの研

究開発を実施する手続（商業化前の調達）を採ることとなった。この電動ベッドの導入により，医療現

場における生産性向上，ベッドを操作するために必要な職員の減少，さらには，ベッドを操作するため

に必要な時間節約等による公共サービスのコスト削減，ベッド操作時の患者の安全性・快適性の向上が

目指された。

調達には複数の関係者が関わり，まずは，ロンバルディア州が戦略計画の策定，調達手続の決定及び

プロジェクト全体のマネジメントを担当した。次に，病院が電動ベッドの機能面の仕様策定，プロトタ

イプの評価等を担当，さらに中央調達機関は紛争裁定機関となった。なお，同プロジェクトでは，商業

化前の調達に関わる手続を進める前に，既存の病院向け電動ベッドについて，市場関係者と広範な技術

的対話（特許に関する分析を含む）が実施され，その後，電動ベッドの機能面の仕様が作成された。

商業化前の調達に関わる手続としては，3段階（フィージビリティ調査，技術デザイン，プロトタイプ

の作成）の手続が取られた。第1段階のフィージビリティ調査には6事業者が参加し，最後のプロトタ

イプの作成には4事業者が参加した。その後，最終的な現場での試行17)については，2事業者からの提案

がなされたという。

（資料）E-library of public procurement good practices（n.d.）を基に作成。

13) 「欧州 2020」に基づき，2014 年から2020 年までの間，約 800 億ユーロの資金提供が行われるEU最大規模の研究イノベーション計画である。
14) プロジェクトのテーマとしては，高齢者ケア向けロボットの開発やウェアラブルデバイスを内蔵したスマート消防服の開発等がある。
15) 商業化前の調達のプロジェクト（19 件）の競争性は，入札書類のダウンロード回数が50 〜 300 回，提案件数が10 〜 60 件（専門的又は低

予算のプロジェクトは 4〜 7件）であるという。
16) 中央調達機関は，ロンバルディア州が100％出資する公的機関であり，調達等について幅広い公的機関に助言を行ったり，公的機関に代わり

入札を行ったりすることを役割としている。
17) 商業化前の調達を実施中又は商業化前の調達が終了し大規模調達が行われる前に現場での試行等が必要な場合，公告せずに交渉的な手

法を採用することが例外的に認められている。
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なお，上記のように商業化前の調達が研究開発に特化し，便益の共有や競争性，事業者に支払われる金

額が市場価格であることが求められる背景には，EUの機能に関する条約（Treaty on the Functioning of the 

European Union）第 107条がある。EU各国が民間企業に対して国庫補助（state aid）を行う場合，当該企

業は競争上優位になるため，正当な理由がない限り国庫補助は禁止されている。そのため，EUではこの

国庫補助に関わる規制（以下，「国庫補助規制」という）の下で商業化前の調達を実施する場合，商業化前

の調達が研究開発に関わる助成金的な意味合いではなく，あくまで競争等による市場価格での調達18) であ

り，特定の者に経済的優位が発生していないことを担保する必要がある19)。

（2）イノベーションパートナーシップ

イノベーションパートナーシップは，公的機関のニーズを満たすような解決策が市場に存在しない場合，

長期的なパートナーとなる事業者を選定し，研究開発の実施と開発成果に基づく大規模調達の両方を一度

に行う手続である。商業化前の調達に加えてイノベーションパートナーシップという新たな手続を導入す

ることで，イノベーション調達に関わる発注者の選択肢を増やし，イノベーション調達を促進することが

意図されている。商業化前の調達との主な違いは，研究開発に加えて大規模調達まで含む点である。ガイ

ドラインでは，イノベーションパートナーシップが実施される場合，大規模調達まで含まれるため，契約

期間内にイノベーションが実現する点が特徴であると説明されている。

ただし，EU指令においてイノベーションパートナーシップの活用は 2つの要件を満たす場合に限られ

ている。第一に予め発注者・事業者双方でパフォーマンスレベルと最大コストについて合意されているこ

と，第二に研究開発と調達の両方の要素を含む必要性がある場合である。また，同手続は以下の 3段階（①

競争／交渉段階，②研究開発段階，③大規模調達段階）から成り，研究開発段階では単一又は複数の事業

者と新たな解決策の設計が試みられる。商業化前の調達と異なり，研究開発段階の事業者は 1者でも可能

とされている。ただし，競争性を確保する観点から，研究開発前に実施される競争／交渉段階では原則と

して 3者の参加を確保20) し，事業者を選定することが規定されている21)。具体的な手続22) は，以下の通り

である。

①　競争／交渉段階

参加要件や発注者のニーズ，求める解決策の特徴と範囲，知的財産の取り扱い等の最低限の要件が公告

18) Bovis（2016）は，商業化前の調達と類似した制度として米国の中小企業技術革新制度（Small Business Innovation Research）を挙げている。

同制度で事業者に支払われる金額は，研究開発のコストと利潤（7%）の合計であるのに対して，商業化前の調達は市場価格で調達することが

推奨されているという。商業化前の調達はあくまで競争等による市場価格での調達である一方，米国では研究助成的な意味合いがあると言え

るだろう。
19) EU通知（2014）では，EUの司法裁判所の判例を基に，調達手続が EU 指令を遵守した公開手続又は制限手続であるならば，一般的に国

庫補助規制に抵触しないとしている（複数の事業者が参加可能な手続を経ることで，特定の者に経済的優位が発生する訳ではないため，国庫

補助規制には抵触しない）。ただし，商業化前の調達は EU 指令ではなくEU通知（2007）に基づく手続のため，EU通知（2014）では，商業

化前の調達を含むその他の調達について，国庫補助規制に抵触しないための要件を設定している。この要件とは，次の 4つである。①選定手

続がオープンで透明，非差別的であり，入札手続前に特定された客観的な選定・落札基準に基づいていること，②知的財産権を含む全ての

権利義務を記載した契約規定案が，入札手続前に，関心を有する参加者全員に入手可能な状況にあること，③最終的なモノ・サービスの大規

模調達において，いかなる特定の事業者も優先的に取り扱わないこと，④次の条件の1つを満たしていること（知的財産権が発生しない開発

成果は他の事業者が活用できるよう周知されること，知的財産権が帰属する事業者は公的機関が自由に開発成果にアクセスできるようにすると

ともに，市場の条件に沿った形で第三者がアクセスできるようにすること）。仮に，EU通知（2014）の要件を満たさない場合は，各契約につい

ての個別判断となる。
20) EU 指令第 65条第 2項では，競争性を確保する観点から，制限手続，イノベーションパートナーシップ，交渉手続及び競争的対話を選択す

る際，最低限確保しなければならない参加者数を規定している。制限手続では 5 者であるが，イノベーションパートナーシップの競争／交渉段階，

交渉手続及び競争的対話では 3 者である。
21) EU指令第65条第2項では，万が一最低限の要件を満たす者が3者未満の場合は，参加者が3者に満たなくとも手続を継続できるとしている。
22) EU 指令（49），第 31条，第 65条，Procurement of Innovation Platform（2015）。
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される23)。参加表明した事業者のうち，最低限の要件を満たす者（原則として少なくとも 3者）に，その

後の手続への参加が要請される。

発注者は，最終提案に至るまで，参加者と繰り返し交渉し，交渉の途中で交渉を継続する者を絞り込む

こともできる。交渉内容は，機能面等の最低限の仕様と落札基準以外の内容に限定される。交渉の間，発

注者は全ての参加者へ公平に情報を提供しなくてはならないが，合意なく他の参加者へ機密情報を提供す

ることはできない。

最終的な選定においては，主に事業者の研究開発力とイノベーティブな解決策を大規模に実施し得るか

という遂行力 24) が評価され，価格に対して最も高い品質水準（best price-quality ratio）を基に一者又は（各々

独立して研究開発を行う）複数者が選定される。

②　研究開発段階

発注者と事業者（単一又は複数の事業者）とが協力して新たな解決策を設計する。研究開発はいくつか

の段階に分けられ，段階ごとに中間目標が設定され，各段階終了後に支払いが行われる。中間目標の実績

を基に，発注者はイノベーションパートナーシップを中断することや各段階で事業者の数を減らすことが

できる。

③　大規模調達段階

事前に合意されたパフォーマンスレベルと最大コストが満たされる場合，モノ，サービス等の大規模調

達が行われる。大規模調達の推定価格は，研究開発費を踏まえて決定される。

なお，イノベーションパートナーシップについても，商業化前の調達と同様，国庫補助規制との関係に

留意する必要がある。上述した通り，EUでは正当な理由がない限り民間企業への国庫補助は禁止されて

いるが，EU指令を遵守した公開手続・制限手続，又はEU通知（2014）で示す条件を全て満たす調達につ

いては国庫補助規制に抵触しないとされている。このEU通知（2014）で示す条件のうち，イノベーショ

ンパートナーシップに特に関係する条件は「研究開発の最終成果（モノ・サービス）の大規模調達におい

て，いかなる参加者も特別な取り扱いをしてはならない」という条件である。ガイドラインでは，この点

について，そもそも国庫補助規制の趣旨は，特定の事業者を優遇して競争優位な状況が発生することを回

避すること，また他者による研究開発投資の機会を奪わないことであるため，イノベーションパートナー

シップが置かれている状況（潜在的な提供者はイノベーションパートナーシップを締結した者以外に存在

しないため，特定の事業者を優遇している訳ではなく，また，発注者である公的機関が唯一の調達ニーズ

を有しているため，他者による研究開発投資の機会を奪っている訳ではない）は，この国庫補助規制の趣

旨に反しないとしている。ただし，イノベーションパートナーシップを締結した者以外に潜在的な提供者

が存在しないことを担保するため，ガイドラインでは，イノベーションパートナーシップを締結する前に，

研究開発と最終的なモノ・サービスの提供が可能な全ての経済主体に参加機会を与えることが必要である

としている（例えば，調達対象となる解決策や潜在的な提供者が，手続開始前にマーケットコンサルテー

ションを通じて，関連する情報を入手できる状況にする等）。イノベーションパートナーシップと国庫補助

23) 交渉手続（EU 指令第 29 条第1項）及び競争的対話（第 30 条第1項）と同様に，イノベーションパートナーシップにおいても，EU 指令第

31条第1項において最低限の要求事項を示すことが規定されている。
24) イノベーティブな解決策を大規模に実施し得る遂行力とは，過去の実績，チーム構成，設備，品質管理の仕組み等で示されるとされている。
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規制の関係については様々な文献で議論があるものの25)，既に以下のような取組事例がある。

コラム 2　イノベーションパートナーシップに関わる事例

「街路灯システムの事例」（オランダ アイントホーフェン市）

オランダのアイントホーフェン市は，スマートシティ計画を背景として，市のエネルギー予算の20〜

40%を占める街路灯の省エネ化，市民生活の質の向上，光の街（City of Light）としての知名度を高める

こと等を目的として，既存の照明機器や解決策を調達するのではなく，イノベーティブな街路灯システ

ムを調達することを決定した。イノベーティブな街灯システムとは，サービス事業者，市民，研究機関，

市がオープンイノベーションにより，公共空間のスマート街路灯システム（データ通信により周囲の環

境に応じて消費電力を抑制する等）を開発することである。

調達プロセスは，始めに競争的対話が行われ，その後，イノベーションパートナーシップが結ばれた。

具体的には，マーケットコンサルテーションと1年間にわたる競争的対話（事前に選定された3つのコ

ンソーシアムと3回の対話を実施）の後に入札が行われ，オープンイノベーションに関わる考え方や戦

略，経験等が総合的に最高の価値を評価する方式（Best Value）で評価された。受注先となったコンソー

シアム（電気機器関連メーカーのPhillips社とオランダの建設会社Heijmans社）との1年契約が締結さ

れ，その後，同コンソーシアムと5年間のイノベーションパートナーシップが締結された（2030年まで

の契約延長のオプションを含む）。ただし，同コンソーシアムが公共空間のスマートかつオープンな街路

灯システムを開発して，以降の開発を独占するのではなく，開発されたシステムをベースとして，イノ

ベーティブな中小企業やスタートアップを含む様々な企業が，複数のサービスを提供し，競争性と継続

的なイノベーション促進が図られることが期待されている。

（資料）European Commission（2018），Lighting Urban Community International（2015）を基に作成。

2.4　調達手続の選択

発注者は，これまで示したイノベーション促進に適していると考えられている調達手続の中から，調達

対象に応じて適切な手続を選択することが可能である。ただし，基本的には調達手続の選択において，調

達対象の現状（研究開発の必要性，仕様の詳細度，大規模調達に繋がる解決策獲得の必要性），発注者の状

況（市場についての知見の度合い，調達に充てられる時間と資源）及び受注者の状況（潜在的なサプライ

ヤーの数と市場の構造）を考慮し，選択すると考えられている26)。

25) 例えば，Bovis（2016）は，イノベーションパートナーシップについて，他の手続の課題解決に繋がる一方で，イノベーションパートナーシップ

により実現し得る内容は交渉手続等の他の手続で代替可能であると考えられる点，公共調達指令において知的財産権の取り扱いが不明確であ

る点，研究開発から大規模調達までの期間が長期にわたる場合，公的機関が既に商業化されたモノ・サービス等をイノベーションパートナーシッ

プを通じて調達する可能性のある点，大規模調達時の推定価格について明確な規定がないため，推定価格の適切性について案件ごとに司法に

よる判断が必要となる可能性のある点等，イノベーションパートナーシップは不明確な部分が多いと指摘している。
26) Procurement of Innovation Platform（2015）。
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図表 2 調達手続の基本的な選択パターン

 （資料）Procurement of Innovation Platform（2015）を基に作成。

3．我が国における取組

公共調達を活用したイノベーション促進に関連する我が国の制度上の取組として挙げられるのは，1998

年に創設された中小企業技術革新制度（以下，「SBIR制度」という）である。SBIR制度は「中小企業の新

たな事業活動の促進に関する法律」（平成 11年法律第 18号）に基づき，中小企業者及び大学研究者等の事

業を営んでいない個人（以下，「中小企業者等」という）が，新技術を利用して事業活動を行うことを支援

することを目的としている。具体的には，研究開発のための補助金・委託費等の中から SBIR特定補助金

等を指定し，SBIR特定補助金等の交付を受けた中小企業者等が，研究開発成果の事業化に際して，各種支

援27) を受けることができる制度である。各種支援の中には，公共調達における特例措置（入札等で求めら

れる技術力を証明できれば，入札参加資格のランクや過去の納入実績に関わらず，入札参加が可能）も含

まれている。しかし，SBIR制度はあくまで入札参加資格の要件緩和という特例措置であり，本稿で着目す

る公共調達を活用したイノベーション促進の取組（公的機関がニーズを示した上で事業者から技術提案を

募り，イノベーティブなモノ・サービス等を公的機関が自ら調達することでイノベーションを促進する取

組）には該当しない。

本稿で着目する公共調達を活用した取組に類似する直近の取組という意味では，内閣府の「オープンイ

ノベーションチャレンジ（中小・ベンチャー企業による公共調達の活用推進プログラム）」が挙げられる 28)。

我が国では，「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」（平成 20年法律第 63号）において，

国・地方公共団体，研究開発法人及び国立大学法人等は，公共調達において予算の適正な使用に留意しつ

27) 各種支援とは，公共調達における入札参加機会の拡大以外に日本政策金融公庫の低利融資，SBIR特設サイトにおける研究開発成果等の

事業 PR，特許料等の減免，中小企業信用保険法の特例措置，中小企業投資育成株式会社法の特例適用，小規模事業者設備導入資金助成

法の特例適用のことを指す。
28) 過去に実施された事業としては，国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下，「NEDO」という）の「SBIR 技術革新事業」

（2008 年度〜 2012年度）がある。同事業は，公的機関のニーズ等を踏まえて国等が設定した技術開発課題について，NEDOが，①研究開発

を行うための事前研究を委託するとともに，②事前研究の評価の結果，研究開発への移行を認められた者に対してのみ研究開発を委託する事

業である。研究開発終了後は，国やその他企業等の市場獲得を目指し，3年以内の実用化を目標としていた。
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つ革新的な研究開発を行う中小企業者の受注機会の増大を図るよう努めること等が規定されている。また，

1995年に科学技術政策の基本的な枠組みである「科学技術基本法」（平成 7年法律第 130号）が施行され，

同法附帯決議に基づき，10年程度を見通した 5年間の計画「科学技術基本計画」が作成されている。2013

年度からは，毎年度の重点施策を示すものとして「科学技術イノベーション総合戦略」も作成され，これ

ら「科学技術基本計画」，「科学技術イノベーション総合戦略」において，古くから公共調達を活用したイ

ノベーション促進の重要性が示されてきた。さらに，直近の「経済政策パッケージ」や「未来投資戦略 2018」

といった経済対策等においても，公共調達を活用したイノベーション促進の取組拡充の方向が示されてい

る。内閣府の「オープンイノベーションチャレンジ」は，こうした科学技術・イノベーション創出に関わ

る法律や中長期計画，経済対策等を背景として実施された事業である。事業内容としては，中小・ベンチ

ャー企業の初期需要の確保と公共調達への新技術の導入の両立を目指して，国の機関が有する具体的ニー

ズに対応した中小・ベンチャー企業29) の提案を受け付け，社会実装（事業化）を進める事業である。同

事業も SBIR制度と同じく，支援対象を中小・ベンチャー企業に限定しているが，政府のニーズを示した

上で，企業からの提案を受け付け，事業化を目指すという意味では，本稿が着目する公共調達を活用した

イノベーション促進の取組により類似した取組であろう30)。2017 年の「オープンイノベーションチャレ

ンジ」では，警察庁，消防庁及び海上保安庁が有するニーズを基に公募テーマが設定され，外部審査委員

による審査を経て，15件の提案が採択された。採択企業は，内閣府が選定したアドバイザーの助言を受け

つつ実現可能性調査を実施し，2018年 7月に事業会社等との共同研究開発のマッチングを視野に入れたピ

ッチイベントが開催された（具体的なプロセスについては図表 3を参照）。

図表３ 内閣府「オープンイノベーションチャレンジ」のプロセス

段階 概要

フェーズ 1 ①公募 国の機関が有する具体的なニーズを基に公募テーマを設定。2017 年は水難要救助者に

対して救助資材を搬送する手法等，9 件のテーマ31) が公募。

②審査 公募テーマに対する中小・ベンチャー企業からの提案を受け付け，内閣府が設置する

技術審査委員会で提案内容を審査。

③実現可能性調査 審査を通過した中小・ベンチャー企業の提案内容について，内閣府が選定したアドバ

イザーによる助言を受けながら（原則 2 回まで無料）実現可能性調査を実施。

④ピッチイベント 実現可能性調査の後，ピッチイベントに参加し，主契約企業等（入札資格を有する企業，

業界大手企業，大学及び研究機関等）とのマッチングに挑戦。

フェーズ 2 ①共同開発等 ピッチイベントを通してマッチングした主契約企業等と共同研究開発等を行い，提案

された技術やビジネスモデル等の実現，事業化を目指す。国等による支援の実施有無

は検討中（2017 年 10 月時点）。

（資料）内閣府（2017）を基に作成。

29) 内閣府の「オープンイノベーションチャレンジ」の参加要件は，中小・ベンチャー企業であり，大企業や個人事業主単独での応募は不可（ただし，

中小・ベンチャー企業との連名での応募は可能）とされている。
30) 工事におけるイノベーション促進に関わる取組としては，2017年度から導入された「新技術導入促進型総合評価方式」がある。同方式には，

新技術導入促進（I）型（仕様書等にない実用段階にある新技術の提案を求めるもの），新技術導入促進（Ⅱ）型（研究開発段階にある新技術

の活用又は要素技術の検証のための提案を求めるもの），技術提案・交渉方式（ECI方式）型（設計段階における施工会社の技術提案により工法，

材料等について新技術の導入を促進するもの）の 3つの方法がある。
31) 2017年の 9 件の公募テーマは，1）遠方の水難要救助者に対し正確かつ安価に救助資材を搬送する手法，2）火災現場等において無線機

器等の音声を支障なく聞き取る手法，3）濡れた火山灰等での捜索等の活動時間を短縮する手法，4）車両を強制的かつ安全に停止させる手法，5）
雑踏において一般市民に混在する不審者を発見・検知する手法，6）個人が徒歩で警備・救助等を行う際，放射線を可視化する手法，7）係船・

曳航作業における作業員の負担軽減・作業時間の短縮に資する手法，8）海洋を航行する船舶のメンテナンス作業を軽減させる手法，9）海上

において周囲に対し昼夜問わず明確に情報伝達等する手法，である。
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上記で挙げた取組は国の取組であるが，地方公共団体の取組に目を転じると，地方公共団体でも類似の

取組が見られる。神戸市の「Urban Innovation Kobe」等である。「Urban Innovation Kobe」は，公的機関のニ

ーズを基に公募テーマを示し，スタートアップ（起業家又は起業家候補者），ベンチャー起業，企業の第二

創業から改善策としての提案を受け付け，選定された事業者は外部専門メンターのアドバイスを受けなが

らモノ・サービス等の協働・開発を行い，市の一部で試行導入・実証実験を行う。2018年度上期には，行

政窓口をスムーズに案内できるツールの開発等，8件のテーマが公募された32)。

公的機関が具体的なニーズを基に公募テーマを設定し，技術提案を募るという意味では，内閣府の取組

と神戸市の取組は同一である。ただし，神戸市については事業者に開発資金（最大 50万円）を提供し，市

と事業者がモノ・サービス等を協働・開発し，市の一部で試行導入・実証実験を実施後，開発したモノ・

サービス等の本格導入を検討するプロセスまで含まれている。この試行・実証実験の実施と公共調達33) ま

でが含まれている点で，神戸市の取組は，本稿が着目するイノベーション促進に向けた公共調達の活用取

組により近い取組と言えるだろう。

4．おわりに

本稿で論じてきた EUにおけるイノベーション促進に関わる調達手続の特徴を整理すると以下のように

なる。

第一に，EUではイノベーション促進に適した調達手続が制度化され，ガイドラインが策定されるとと

もに，調達手続に関する先行研究が蓄積されている点である。EU指令及びEU通知において調達手続が規

定され，ガイドラインが整備されることで，発注者が調達対象や発注者自身及び受注者の状況を鑑みて手

続を選択し得る環境が整えられている。加えて，調達手続の制度上の課題や選択基準等，様々な観点から

の学術的な検討も進んでいる。このような調達手続に関する複線的な取組により，EUではイノベーショ

ン調達の具体的な取組が，取組の数及び分野の面で広がりを見せていると言えよう。

第二に，調達手続において重視する価値が明確化されている点である。EUでは国庫補助規制を背景と

して，イノベーション促進に関わる調達手続のいずれにおいても競争性及び透明性が重視されている。イ

ノベーションパートナーシップのように，研究開発及び大規模調達段階の相手方が単一の者であることが

認められている場合であっても，研究開発前の競争／交渉段階では，原則として複数の事業者を確保する

ことが求められ，また，研究開発は段階ごとに中間目標が設定され，目標の達成状況を踏まえて研究開発

の継続可否が決定される。競争性及び透明性を確保することが調達の原則であり，継続的なイノベーショ

ンの促進に寄与すると考えられているからであろう。

第三に，研究開発に支払われる金額についての考え方が明確化されている点である。EUでは，イノベ

ーション調達においても競争性を重視することから，例えば，商業化前の調達では，研究開発費として参

加企業が得られる便益（他の機関に対して研究開発成果を提案できる等）を差し引いた金額，いわゆる市

場価格を研究開発費とすることとされている。米国の中小企業技術革新制度（研究開発費として支払われ

る金額は研究開発のコストと利潤（7%）の合計）と異なり，イノベーションを促進するための調達と言え

32) 公募テーマは，1）行政窓口をスムーズに案内できるツールの開発，2）神戸都心部における約 8万4千世帯のソーシャルネットワークを構築

する手法，3）子育てイベント参加アプリの実証開発，4）地域統合バスロケーション情報の整備実証実験，5）地域コミュニティ交通の予約シ

ステムの実証開発，6）レセプトチェックの自動化実証の手法（神戸市で 250万件あるレセプト業務の効率化），7）子宮頸がん検診無料クーポ

ンの実証実験，8）革新的プロモーションツールの実証実験，である。審査の結果，6 件のテーマについて 7 社が採択された。
33) 調達する際の手続については，地方自治法施行令第167条の 2第1項第 4号による随意契約を含む適切な方法によるとされている。
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ども研究助成的な意味合いではなく，あくまで競争を通じた市場価格での調達が推奨されている。もちろ

ん，Bovis（2016）が指摘するように，イノベーションパートナーシップの大規模調達段階の価格に関する

取り決めが不明確等，イノベーション調達全体にわたる価格についての考え方が明確化されている訳では

ないが，研究開発に支払われる金額については一定程度，考え方が明確化されていると言えるだろう。

翻って，我が国のイノベーション調達の手続には，以下のような課題及び更なる改善点があると考えら

れる。

第一に，我が国において更なる取組推進を目指すならば，取組事例の共有や調達手続に関するガイドラ

インの継続的な更新34) 及び分析の充実が必要であろう。例えば，本稿では我が国の取組として内閣府及

び神戸市の取組を示した。いずれも，大規模調達が視野に入れられているものの未だ研究開発成果の調達

は行われていないが，仮に大規模調達が行われる際には，研究開発と大規模調達を分離して発注するか，

まとめて発注するかの選択について，十分な検討が必要である。内閣府及び神戸市の取組は中小企業やス

タートアップを対象としているため，研究開発段階と大規模調達を分離することで，研究開発に優れた中

小企業の参加を促していると考えられる。しかし，研究開発テーマの内容によっては，潜在的な参加企業

が大企業のみである場合も想定され，Iossa, Biagi et al.（2016）が指摘しているように，研究開発テーマや

市場の状況を踏まえて，研究開発と大規模調達を分離して発注するか，まとめて発注するか，適切な選択

が求められるだろう。このような調達手続の選択に関わる検討の深化や調達手続の選択に関わる定性・定

量両面からの評価，それらを踏まえたガイドラインの策定等が，幅広い機関また調達分野での推進におい

て必要であろう。

第二に，調達手続において重視する価値の明確化である。EUでは，上記の通り国庫補助規制を背景と

して，イノベーション調達における競争性や透明性を重視した制度設計がなされている。我が国において

イノベーション促進に向けて公共調達を活用する際，まずは EUのように競争性や透明性を重視した制度

設計とするのか（または米国のように市場価格での調達というよりは研究助成的な意味合いを込めて調達

するのか），制度趣旨を明確にして手続を規定する必要があるだろう。仮に，EUのように競争性や透明性

を重視した制度設計とするならば，現在の内閣府及び神戸市の取組（テーマの一部は採択者が一者）では，

最終的な開発成果の調達において競争性が不足する可能性がある。研究開発の初期段階における複数者の

競争がイノベーション促進に寄与するならば，短期的なコストは増加するが，テーマごとに必ず複数者を

選定して研究開発を行うことも考えられる。さらに，透明性についても，研究開発の中間段階での目標設

定と評価により研究開発を継続するか，公的機関が判断する仕組みにしたり，手続の公平性確保のため，

研究開発後の成果を公的機関と事業者が共有し，第三者の使用を認めることに予め合意したりすることで

第三者の競争参加を促す等，競争性，透明性，公平性の確保に向けた研究開発段階でのさらなる検討が必

要だろう。

第三に，研究開発に支払われる金額の明確化である。EUの商業化前の調達では，研究開発費として参

加企業が得られる便益を差し引いた金額を研究開発費とすることとされていた。研究開発に参加した企業

にインセンティブを与えるためには，研究開発の調達額が十分に大きなものであること及び開発成果を第

三者に提供する時に十分な報酬を得られることが必要である一方で，公的機関と事業者の間のリスクと便

益の取り扱いを踏まえて対価を検討することも必要だろう。現在の内閣府の取組では研究開発費は支払わ

れておらず，神戸市では開発費として 50万円が支払われている。しかし，研究開発費をどのように設定す

34) 我が国におけるイノベーション調達に関するガイドラインとして，内閣府（2019）「公共調達のイノベーション化及び中小・ベンチャー企業の

活用の促進に係るガイドライン」（内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）決定）がある。
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るか，公的機関と事業者間のリスクと便益の負担状況を踏まえた検討が必要ではないだろうか。また，仮

に研究開発後に大規模調達を行う場合は，大規模調達時の予定価格をどのように設定するのか等，大規模

調達時の価格設定についての検討も必要になろう。

もちろん，EUの取組についても様々な課題が指摘されており，今後の取組の蓄積により制度及び運用

の見直しが図られていくと考えられる。我が国においても，まずはイノベーションの促進に向けて公共調

達を活用する際の趣旨はどのようなものか，また，その上でどのような調達手続やそれを支える環境整備

が必要か，更なる検討が必要だろう。
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